


















































































、 。 。て30年３月 内務大臣に具申された しかしこの案は帝国議会には提案されなかった
32年９月、再度従前と異なる汚物掃除法案が新たに中央衛生会に提出され、この新
しい案が内務大臣への具申後、帝国議会に提案された。議会では、審議を通じて、汚
物のうち糞便は市が蒐集の義務を負うのは当然であるが、今日的事情もあることから
屎尿の市による直接蒐集を当分の間猶予し、住民の収入減を回避する措置がとられる
ことが確認された。中央衛生会が最初に行った具申の内容が否定され、当時の少数意
見＝住民の利益を損なわない措置を行うという内容が復活したのである。最初の具申
後の２年半の空白は、この否定された少数意見の復活のための期間だったのである。
往時、日本では糞尿は貴重な肥料であると同時に、都市住民には貴重な収入源だっ
た。この現実を認めながら公衆衛生の原則を確立すること、つまり２つの原則の適正
な妥協のための時間の確保、汚物掃除法の成立が遅れた理由はここにあった。
おわりに
汚物掃除法の今日的意義とは何か。それを考えるうえでのヒントが汚物掃除法成立
の複雑な過程の中にある。汚物掃除法の裏側には、衛生原則の貫徹(ごみ屎尿の自治
体による処理処分)と屎尿売却益の確保(屎尿の自由処分)の２つの原則のせめぎあい
があった。そして、妥協点として示されたのが衛生原則の直截な実施ではなく、住民
の利益の一定の確保であった。
現代のごみ問題は当時に比べはるかに巨大化し複雑化する一方、資源、有害等の新
たな概念も加わり、その対策をめぐって様々な原則論が唱えられている。一つの原則
の実施が次の混乱を生まないために、ごみ処理の制度がどの様に始まり、どういう妥
協と駆け引きによって形作られていったかを検証すること、これが汚物掃除法研究の
今日的意義である。
